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図１－８ 産業技術総合研究所の国際戦略 

 

 

 図１－９ 武田薬品工業におけるマルチ IND エンジン体制 

 

 
 【出典】 内閣府 第５回 科学技術外交戦略タスクフォース 資料１より抜粋

【出典】 内閣府 第５回 科学技術外交戦略タスクフォース 資料２より抜粋
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図１－10 本田財団の活動 

 

【出典】 内閣府 第４回 科学技術外交戦略タスクフォース 参考資料「2008 年本田財団年次活動報告書」より

抜粋 
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図２－１－１ 世界主要国の研究開発投資 

1.88
2.08

2 .54

1.13

3.44

1 .79

2.68

1 .02

1 .49

0.72

1.12

0

50

100

150

200

250

300

350

400

カ
ナ

ダ

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

イ
タ
リ
ア

(2
00

6)
日

本
英

国
米

国

ブ
ラ
ジ

ル
(2
00

6)

中
国

イ
ン
ド
(2
00

6)

ロ
シ

ア

1
0
億

米
ド

ル

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

％

研究開発費（2007年） 研究開発費の対GDP比
 

 
 
 

図２－１－２ 世界主要国の政府研究費負担割合 
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【資料】文部科学省科学技術・学術政策局 「科学技術要覧 平成 21 年版（2009）」をもとに内閣府作成 

【資料】OECD “Main Science and Technology Indicators Volume 2009/1” （ブラジル、インドを除く） 

ブラジル、インドの GDP（2006 年）： Goldman Sachs “Global Economics Paper No:153” 

ブラジルの対 GDP 比率（2006 年）： OECD Fact Book 2009 

インドの対 GDP 比率（2006 年）： OECD Fact Book 2009 より内閣府試算 
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図２－１－３ 主要６カ国における国防関連研究開発投資の現状  

 

日本の研究者 1 人当たり研究費を１とした場合の 

世界主要国の研究者 1 人当たり研究費の比較 
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日本の研究者1人当たり研究費を１とした場合の研究費：政府及び政府以外の機関負担研究費

日本の研究者1人当たり研究費を１とした場合の研究費：政府負担研究費（含む国防）

日本の研究者1人当たり研究費を１とした場合の研究費：政府負担研究費（除く国防）

注）米国の研究者数は 2005 年のデータを使用 

【資料】文部科学省科学技術・学術政策局 「科学技術要覧 平成 21 年版（2009）」の各国研究費及び研

究者数をもとに内閣府作成 
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図２－１－４ 主要６カ国における国防関連研究開発投資の現状 

民生用及び国防関連研究開発投資の比較（2006年度）
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【資料】 中国を除く：OECD 「Main Science and Technology Indicators Volume 2009/1」をもとに内閣府作成 

      中国：文部科学省科学技術・学術政策局 「科学技術要覧 平成21年版（2009）」  




